
F i l e  N o. 06

新潟県
面　積 12,584 ㎢
人　口 2,069,557人
県の花 チューリップ
県の木 雪椿
県の鳥 朱鷺（とき）

求める教員像

１　こどもへの愛情をもっている人
２　コミュニケーションを大切にしながら，周囲と信頼関係を構築する人
３　学び続けることの重要性について理解し，理想の教師像や目指す授業像の実現に向けて努力する人
４　豊かな人権感覚をもち，法令や服務規律を遵守し，責任をもって自らの職責を果たす人

出願期間
公開日　２月６日（木）
電子申請（夏選考）　４月21日（月）13:00～６月２日（月）17:00

試験日程

１次試験（夏選考）
　試験日　７月６日（日）　合格発表日　　８月１日（金）
２次試験
　試験日　８月21日（木）～24日（日）の指定した１日　　合格発表日　９月22日（月）

年齢制限 昭和40年４月２日以降に生まれた者

募集教科
［小］　［中］国語，社会，数学，理科，音楽，美術，保健体育，家庭，英語，技術　［高］国語，地理歴史・公民，
数学，理科，音楽，美術，保健体育，家庭，英語，農業，工業（機械，電気，工業化学，土木，建築），商業，
情報　［特］　［養］

特記事項

■特別選考　●身体障害者特別選考　障害の程度により，筆記及び実技の一部を変更又は免除。●社会人実
務経験者特別選考　［高］農業，工業，家庭志願者対象。免許状の有無は問わない。●免許状取得猶予特別選
考　［小・中・特・養］志願者対象。免許状を保有しない社会人実務者や大学院生等が，免許取得に係る期間に
ついて最大２年間採用候補者名簿登載期間を延長することができる。●大学３年時特別選考　［小・中］［高]
国語，地理歴史・公民，数学，理科，英語，［特］志願者で，令和７年度に大学３年生として在籍し，規定の要件
を満たし，在学する大学の学長が推薦する者が対象。合格した場合，令和９年度の採用候補者名簿に登載。 
■免除　●１次の免除　（1）国公立学校に在職する正規教員。（2）国公立学校における正規教員経験者。［高］
以外の志願者対象。（3）前回の２次の結果「採用候補者名簿」に登載されなかった者のうち，S判定であった者。

（4）［高］農業，工業志願者で，規定の技術資格を有する者。●１次の一部免除　（1）国内の教職大学院を令和
８年３月31日までに修了見込みの者で，在学する教職大学院の学長が推薦する者は，１次の教職・一般を免除。
■出願形式　［小・中］出願形式Ⅰ：新潟市立学校を除く新潟県全域での小学校，中学校に勤務を希望する者。
出願形式Ⅱ：小千谷市，十日町市，魚沼市，南魚沼市，津南町，湯沢町に限る小学校，中学校に勤務を希望する
者。出願形式Ⅲ：佐渡市に限る小学校，中学校に勤務を希望する者。

新規情報

■３年生受験　小中高特対象。■初任給　大卒267,200円，修士修了285,765円（諸手当含む）。■初
任者研修　初任者のメンタルヘルスケアと初任者を校内全体で支えることを校長や指導教員に依頼。■臨
時的任用教員の研修　あり。■へき地／離島／寒冷地勤務　義務ではない。■懲戒処分の指針　県の規定
にならう。

小学校 中学校 高等学校

いじめ（件） 16,079 2,838 1,296

不登校（人） 2,046 3,571 1,222

2021年度
(2020年実施)

2022年度
(2021年実施)

2023年度
(2022年実施)

2024年度
(2023年実施)

2025年度
(2024年実施)

受験者数 1,016 1,261 1,139 1,070 890
採用予定者数 387 464 501 457 648

▼�令和５年度　問題行動調査でのいじめの
　認知件数と不登校児童・生徒数

▼︎�受験者数等推移
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2026年度（2025年実施） 筆記試験DATA

　〈教職教養〉の教育原理（特別支援教育，人権教育，

情報教育等）のうち，特別支援教育では，「特別支援

教育の推進について（通知）」（2007年）から特別支

援教育の理念を問う問題や障害者基本法第16条に関

する問題がみられた。人権教育では，人権教育及び

人権啓発の推進に関する法律第1条（目的）と第2条

（定義）の理解を問う問題が出題されたほか，部落差

別の解消の推進に関する法律第1条（目的）を問う問

題も出題された。情報教育では，学校の教育活動に

おいて，著作権者の許諾を得ることなく著作物を利

用できる場合についての理解を問う問題が出題され

ている。

　教育時事では，「学校事故対応に関する指針【改訂

版】」（2024年）から事故発生直後の取り組みに関す

る問題が出題された。また，「初等中等教育段階にお

ける生成AIの利活用に関するガイドライン（ver.2.0）」

（2024年）から児童生徒の学習活動における生成AI

の利活用の際のポイントの理解を問う問題も出題さ

れている。

　教育法規では教育公務員特例法が頻出であり，今

年度は研修に関する規定の理解を問う問題が出題さ

れた。また，学校教育法第1条やこども基本法第1条

（目的）に関する問題のほか，学校図書館法の理解を

問う問題も出題されている。

　教育心理では，教育評価（絶対評価，相対評価，

診断的評価，形成的評価，総括的評価）の理解を問

う問題が出題された。

　〈一般教養〉のうち，人文科学では例年，国語（同

音異義語等）と英語（熟語）を中心とした出題とな

っているが，今年度，英語では昨年度に続いて会話

文が出題された。社会科学では倫理を除いた分野か

ら幅広く出題されている。今年度，世界史では第一

次世界大戦と現代史から，日本史では明治・昭和の

各時代から，地理では地図と世界の地域（時差）か

ら，政治では国会や裁判所から，経済では財政と経

済学の理論から，それぞれ出題された。自然科学で

は例年，数学（その他等）と理科全般，環境，情報

から幅広く出題されており，今年度も同様であった。

▶幅広い理解が問われる特別支援教育
▶頻出の教育公務員特例法
▶人文科学は国語（同音異義語）と英語（熟語）

一般教養
全18問

教職教養
全12問
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自治体別試験DATA＆分析
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